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弾性すべり支承を用いた免震建物の設計

要 旨

　免震建物が数多く建設される中、さまざまな建物用途や規模に対応すべく、新しいタイプの免震装

置が開発、実用されてきている。そのうち、弾性すべり支承は、建物を長周期化ができること、高い

減衰能力が発揮できることから、現在数件の免震建物へ採用されてきている。本報告では弾性すべり

支承を採用した免震建物の設計例について報告する。弾性すべり支承は減衰力として摩擦力を利用す

るため、すべり材の動摩擦係数に関する特性把握が重要となる。本建物では動摩擦係数の評価として

実験値を設計に採用した。上部構造の耐震安全性の検討は、ねじれ振動を評価できるモデルで地震応

答解析を行い、設計クライテリアを満足していることを確認した。最後に高減衰積層ゴムを使用した

場合と比較を行った。その結果、免震建物の長周期化が可能になること、高い減衰能力を付加できる

ことが確認できた。

その摩擦抵抗力を減衰力として利用するものである。す

べり支承の特徴は大きく２点挙げられる。第一に、動摩

擦力による大きな履歴減衰性能を安定して発揮できるこ

と、第二に、すべり出すことにより見かけ上剛性が非常

に小さくなり、免震建物の長周期化が実現できることで

ある。すべり支承の構造は、積層ゴムとすべり材で構成

されている。強風時や小地震時にはすべりを発生させず

積層ゴム部分が弾性変形し剛性を確保する。大地震時に

はすべりが発生し、摩擦抵抗力を得るものである。図－

１にすべり支承の外観を示す。すべり支承の構成材料と

して、積層ゴムに天然ゴム、すべり材に四フッ化エチレ

ン（テフロン）、すべり板にステンレス板を用いている。

表－１に設計例に用いたすべり支承の諸元を示す。

図－１　すべり支承の外観
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表－１　すべり支承の諸元

　１．はじめに

　阪神大震災以降、耐震安全性への関心が高まり、免震

建物は急激に増えてきている。用途についても、集合住

宅をはじめ、公共的な建物である官庁や病院、機能維持

が重要視されるオフィスや電算機センターなどへ適用さ

れてきている。建物の規模や構造に関しても、かつては

免震に不向きであるとされていた高層建物や戸建住宅な

どへ適用が実現されてきている。また、免震構造を実現

するためのデバイスとして、積層ゴム支承単独ではなく

数種の免震装置を組み合わせたものや積層ゴム支承以外

の新しいタイプの機構を有する免震装置も開発され実用

化されてきている1)。本報では、新しいデバイスとして

弾性すべり支承免震装置（以下、すべり支承と呼ぶ）を

適用させた免震建物の設計例について報告する。

　２．弾性すべり支承免震装置

　２．１　すべり支承の概要

　すべり支承の免震のメカニズムは、ある大きさ以上の

水平力を受けた場合、つまりすべり材の動摩擦力以上に

なった場合にすべり材とすべり板の間にすべりが発生し、
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　２．２　動摩擦係数

　すべり支承の性能は、通常の免震装置と同様に使用状

態や使用環境に依存する度合いが、コンクリートや鉄骨

などの一般的に用いられる建築部材に比べ大きい。一般

にすべり支承の性能に影響を与える要因としては、すべ

り支承に作用する面圧、加力速度、繰り返し回数および
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環境温度などが挙げられる。すべり支承は減衰力として

動摩擦力を利用しているため動摩擦係数の把握が重要と

なる。その動摩擦係数に対して特に敏感に影響を与える

ものとして面圧依存性と速度依存性がある。以下では面

圧依存性および速度依存性に関する免震装置のメーカー

公称値（実験結果）2)を示す。図－２は面圧をパラメータ

とした静的加力実験結果によるものである。横軸は面圧

を、縦軸は動摩擦係数を示したものである。図より、面

圧が増加するに従い動摩擦係数は減少することがわかり、

面圧の変動が少ない状態での使用が要求される。

性を考慮している。

　μd=α(σ)×μd80

　　　=(1.2458-0.003σ)×(0.1099V0.0863)　・・・（１）

　ここに、μd：動摩擦係数

　　　　α(σ)：面圧補正係数

　　　　σ　　：面圧(× 9.8　N/cm2)

　　　　μd80：加力速度による関数

　　　　V　　：加力速度(cm/sec)

　３．建物概要

　すべり支承を使用した建物について述べる。本建物は

東京都内に計画された地上10階建てであり、用途は病院

である。総合病院であることから災害時の拠点となる必

要性かつ、さらなる耐震安全性の向上を目指し、免震構

造を採用した。表－２に建物の概要を示す。

図－３　加力速度と動摩擦係数の関係

図－２　面圧と動摩擦係数の関係 図－４　すべり支承の荷重変形曲線

表－２　建物の概要

　２．３　すべり支承のモデル化

　図－４にすべり支承の荷重変形曲線2)を示す。図によ

ると静摩擦力は大きなせん断力となるが、すべりが発生

する動摩擦力ではほぼ一定値となり安定している。地震

動のように繰り返し力が作用する場合には、すべり支承

はバイリニア型の復元力特性でモデル化できるものと考

えられる。バイリニアのモデル化として、初期剛性は積

層ゴム部の弾性剛性で評価し、降伏荷重は動摩擦力で評

価する。降伏荷重は動摩擦係数と軸力の積で表される。

動摩擦係数は式(1)で示すように、面圧依存性と速度依存

　図－３に加力速度をパラメータとした実験結果2)を示

す。横軸はすべり支承に作用させるせん断力の加力速度

で、縦軸は動摩擦係数を示している。動摩擦係数は、加

力速度が増加するに従い指数関数的に増加する傾向にあ

るが、速度の大きい領域では比較的安定している。

　４．構造設計概要

　４．１　上部構造

　図－５に基準階伏図を、図－６に軸組図（Y1通り）を

示す。上部構造は鉄筋コンクリート造、地下なし、地上

10階、塔屋１階である。規模は、軒高34.75m、X方向33.0m

(４スパン)、Y方向29.0m(５スパン)である。平面形状は
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１階がほぼ正方形であるが、立面形状は３階からセット

バックしており、偏心率が0.15を越える階がある。構造

形式としては、ラーメンと耐震壁が混在しており比較的

壁量の多い架構となっている。そこで強度抵抗型の架構

を目指した。基本的には構造スリットを設置しない計画

としているが、短柱や短梁となる部材には構造スリット

を設置した。袖壁、垂れ壁および腰壁の剛性は剛域とし

て評価し、耐力は袖壁付き柱として評価した。

　４．２　免震装置

　免震装置は高減衰積層ゴムとすべり支承の２種類を使

用し、１階柱下に設置した基礎免震としている。免震層

のねじれ剛性を確保するために高減衰積層ゴムを建物外

周部に設置し、すべり支承は軸力変動の小さな建物中央

部に設置した。最適なすべり支承の軸力負担率（免震装

置全体に対するすべり支承の割合）は４割程度と報告3)

とされている。本免震建物では全免震装置32基のうちす

べり支承8基であり、軸力負担率は35.5%となっている。

図－７に免震装置配置図を示す。

　４．３　基礎構造

　本建物の計画敷地の地層は、沖積層、七号地層、東京

層から構成されている。PS検層結果から地盤の卓越周期

は0.48秒程度であり、第二種地盤であると判断した。表

層地盤が粘性土であることから液状化の可能性は少ない

と判断した。基礎構造は、GL-30m以深の細砂層（東京

礫層）を支持層とした場所打ち鉄筋コンクリート杭基礎

とした。図－８に土質柱状図を示す。

図－５　基準階伏図 図－６　軸組図（Y1通り）

図－７　免震装置配置図 図－８　土質柱状図

7,800 7,200 9,000 9,000
33,000

X1 X2 X3 X4 X5

5,
80
0

5,
80
0

5,
80
0

5,
80
0

5,
80
0

29
,0
00

Y
1

Y
2

Y
3

Y
4

Y
5

Y
6

1 2 3 4 5

6 7 8 9 10

11 12 13 14 15

16 17 18 19 20

21 22 23 24 25

26 27 28 29 30

AA
AA31

AA
AA32

AA
AA

高減衰
積層ゴム

天然ゴム系
積層ゴム

すべり支承

円内の数値は装
置番号を示し、
円下の数値は直
径を示す。

φ1000φ600

φ850φ900φ900φ800φ700

φ900φ800φ700φ800φ700

φ1000φ800φ700φ800φ700

φ1100φ800φ600φ800φ700

φ1100φ800φ600φ800φ700

φ1100φ1000φ900φ800φ700

X

Y

土質名 N値

200100 400300 500 1000500 1500 2010 4030 50

S波速度
(m/sec)

P波速度
(m/sec)

GL-0m

-5m

-10m

-15m

-20m

-25m

100

110

200

350

310

シルト質細砂

砂質シルト

-30m

-35m

シルト質粘土

砂質シルト

砂礫

2000600

360

1670

1720

380

上部有楽町層

東京層

区分

沖
積
層

洪
積
層

粘土質シルト

シルト質粘土

細砂

盛　土
有機質シルト

中砂

シルト質粘土

中砂

盛土層

下部有楽町層

七号地層

埋没段丘
　礫層

3
2
4
1

0

2

4
6

50

60

3

8
10

12

13
17

60AA
AA
AA
AA
AA
AA
AA
AA
AA
AA
AA
AA
AA



五洋建設技術年報　Vol. 29　1999
i

－234－

　４．４　設計クライテリア

　本建物の耐震設計における設計クライテリアを表－３

に示す。耐風設計に関しては、強風時の免震装置の変形

と通常時の居住性の検討を行う。

　５．地震応答解析

　５．１　解析モデル

　本建物の上部構造は一部の階で偏心率が0.15を越えて

いること、片側セットバックによる重心の偏在を考慮し

て、水平２方向および鉛直軸回りの回転の３自由度を持

つモデルとした。基礎は図－９に示すように解析モデル

は、免震層を最下層にもつ11質点とした。

　上部構造は荷重増分解析より得られた各層の荷重変形

曲線をもとに各フレーム毎にトリリニア型の等価せん断

ばねでモデル化した。復元力特性は武田モデルとし、除

荷時剛性低下指数をγ=0.4とした。減衰は基礎固定時の

１次振動に対し、h=0.02の内部粘性減衰を考慮した。免

震層は、高減衰積層ゴムを修正バイリニア型モデル、す

べり支承をノーマルバイリニア型モデルとし、内部粘性

減衰は考慮しないこととした。

　５．２　入力地震動

　入力地震動は、標準的な地震動、長周期成分を含む地

震動、および地域特性を表す地震動として南関東地震を

想定した模擬地震動を用いた。地震動の大きさはレベル

１をＣ１、レベル２をＣ２とした4)。図－１０に入力地

震動の台形スペクトルを示す。模擬地震動は、地震活動

度より当該敷地で考慮すべき地震動を想定し、翠川・小

林の方法5)を用いて工学的基盤面上で速度応答スペクト

ルを算出した。地表面の地震動は表層地盤の非線形性を

考慮して求めた。南関東地震を想定した模擬地震動をこ

れより以下の図表中で「SSWAVE」と記す。

　５．３　応答解析結果

　図－１１に固有値解析結果を示す。上部構造は１次に

Y方向が卓越し0.34秒、X方向は0.26秒と比較的硬い建

物となっている。免震層を考慮した場合、X方向Y方向

ともに、免震層のせん断ひずみ100%時の等価剛性で3.3

秒、200%時で3.7秒と長周期化が図られていることが確

認できた。

表－３　設計クライテリア

図－９　解析モデル

図－１０　入力地震動の台形スペクトル
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　図－１２にY方向のレベル２地震動に対する最大応答

値を示す。最大応答層せん断力係数は、設計用せん断力

係数以内であり、ベースシア係数は最大で0.14である。最

大応答層間変形角は５階で最大値が発生し1/3560であり、

設計クライテリアの1/1000以内である。免震層のせん断

ひずみは最大で145%であり、設計クライテリア200%以

内である。なおいずれもの最大応答を発生させる地震動

は「SSWAVE」である。図－１３に免震装置のスケルト

ン上に最大応答値をプロットしたものを示す。すべり支

承では、降伏荷重を越えており、すべりが発生している

ことが確認できる。ここで示した応答解析の他に免震装

図－１２　最大応答値（Y方向レベル２）

置のばらつきを考慮した検討、地震動の上下動を考慮し

た検討、およびレベル２地震動を上回る地震動を用いて

本免震建物の安全余裕度の確認も実施している。表－４、

５に、免震装置が標準状態とばらつきを考慮した場合に

ついて、レベル２の応答解析結果のまとめを示す。

図－１３　免震装置の最大応答値（Y方向レベル２）

表－４　レベル２応答解析結果のまとめ（標準）

表－５　レベル２応答解析結果のまとめ（ばらつき）

検討部位 検討項目 単位 　　設計
クライテリア

応答値
X方向 Y方向

rad

N/cm2

1/5405 1/3560
層間
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ア係数
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ひずみ

免震装置 最大面圧

最小面圧 N/cm2

基礎構造
層せん断
力係数

1/1000

0.20 0.143 0.140

% 200 145.9 145.2

1960.0 1469 1641

0.0 59 28

0.23 0.141 0.141

検討部位 検討項目 単位 　　設計
クライテリア

応答値

X方向 Y方向

rad

N/cm2

1/5085 1/2446
層間
変形角

上部構造
ベースシ
ア係数

せん断
ひずみ

免震装置 最大面圧

最小面圧 N/cm2

1/1000

0.20 0.171 0.171

% 200 123.9 124.9

1960.0 1507 1699

0.0 42 3
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　６．高減衰積層ゴムを用いた場合との比較

　本建物では免震構造の性能向上（減衰性能および長周

期化）を目指し、すべり支承を採用した。ここでは、免

震装置をすべて高減衰積層ゴムとした場合の計算結果と

比較して、すべり支承の効果を確認した。新たに設置し

た高減衰積層ゴムは、面圧980N/cm2程度になる大きさ

のもの用いた。

　表－６に固有周期の比較を示す。弾性すべり支承を用

いた場合の１次固有周期（せん断ひずみ100% 時）は

T=3.27秒であり、高減衰積層ゴムを用いた場合の１次固

有周期T=2.66秒に比べ建物の固有周期が長周期化してい

ることが確認できた。

　応答解析の比較として、図－１４にY方向レベル２地

震時の最大層せん断力と最大変形を示す。層せん断力お

よび変形ともに、弾性すべり支承を用いた方が、最大応

答値は小さくなっており、免震の性能が向上しているこ

とが確認できた。

　７．まとめ

　本報告では、すべり支承を用いた免震建物の設計例を

示し、以下のことが確認できた。いずれの応答値も設計

クライテリアを満足しており、本建物の耐震安全性が確

保されていると判断した。高減衰積層ゴムを用いた場合

と比較した結果、すべり支承を用いた場合は建物全体の

固有周期が２割程度伸び、応答値も小さくなっているこ

図－１４　最大応答値の比較（レベル２Y方向）

とが確認できた。建物の形状にもよるが、すべり支承が

免震建物のさらなる耐震安全性向上に有効であることが

わかった。
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表－６　免震建物の固有周期の比較

すべり支承

高減衰積層ゴム

１次 ２次 ３次
3.27 3.25 2.47

2.64 2.352.66

単位:秒
すべり／高減衰 1.2 1.2 1.1


